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研究要旨 

新型コロナウイルス感染症は病院経営のみならず、患者の受療行動にも影響した。ポストコロ

ナ時代となり患者の行動が戻りつつある中で、新型コロナ診療に対する医療機関の位置付けの違

いによる患者数の回復度に差が見られ、経営者が持つ景況感の差にも繋がっている現状が明らか

となった。看護職員離職率は例年並みに維持された一方、メンタルヘルスに対するケアは継続し

て必要と考えられた。 
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⑤病院経営グループ 

研究１．新型コロナウイルス感染症蔓延ががん

患者の受療行動に与えた影響に関する研究 
 
A. 研究目的 
新型コロナウイルス感染症パンデミック時、緊

急事態宣言発令や政府・自治体からの行動制限要

請などにより、国民は外出制限を余儀なくされ

た。このことは、患者の受療行動にも変化を生ん

だ可能性がある。本研究の目的は、パンデミック

ががん患者の病院選択にどのような影響を与え

たかを調査することである。 
 

B．研究方法 
日本の DPCデータベースから抽出した 2018年

1月から 2021年 12月までの入院患者データを後

方視的に解析した。対象はがん患者（ICD-10コ

ードの C00から C97の診断が付いた患者）とし、

2018/2019年をパンデミック前、2020/2021年を

パンデミック後と定義した。患者の入院先が居住

地の 2次医療圏内にあるか外にあるかを調査し

た。年齢、性別、他の病院からの紹介、主要な診

断分類に基づくがんの部位に着目し、2次医療圏

外への入院率をパンデミック前後で比較した。患

者の居住地の特徴（新型コロナウイルス感染度、

人口密度、がん拠点病院数）に関して、それぞれ

の影響を解析した。感染度は、2021 年 12月時点

の新型コロナウイルス感染症の総症例数に基づい

て 47都道府県を分割し、3つのグループ（高、

中、低）に分類した。人口密度も都道府県を 3つ

のグループ（高、中、低）に分類した。実際の感

染者数と人口密度のデータは厚生労働省から入手

した。都道府県は、厚生労働省の 2023年 1月の

データに従って、都道府県がん拠点病院と地域が

ん診療連携拠点病院（高度型）の数に基づいて 2

つのカテゴリーに分けられた： 病院数が 2つ以

上の都道府県は「多い」、1つの都道府県は「少

ない」とした。 
さらに治療内容が与えた影響の検討のため、入

院時に行われた治療のうち化学療法と手術を抽出

し、パンデミック前後で比較した。手術について

は、厚生労働省が定める診療コード（Kコード）

に基づき、悪性腫瘍に対して行われた手術のみを

抽出した。また、肺がん手術に関して、日本胸部

外科学会による分類に従って、高難度手術（気管

形成術を伴う肺切除術、隣接臓器切除を伴う手

術、胸膜肺切除術、肺分節切除術、膿胸に対する

手術を含む）とその他の手術に分類し、手術難度

別の比較を行った。 

（倫理面への配慮） 

647



本試験プロトコルは慶應義塾大学医学部施設審

査委員会（20211151）の承認を得た。 
 
C．研究結果 
全 2,394,759人の患者データが対象となった。

表 1は、2次医療圏外の病院に入院した実際の患

者数の比較である。全体として、パンデミック前

に比べ、パンデミック後の 2次医療圏外入院率は

有意に減少した（それぞれ 26.67％、27.58％、P

＜0.001）。図 1Aはパンデミック前後での各年齢

層での増減率を示している。パンデミックの有無

にかかわらず、若年層の患者は 2次医療圏外に入

院する傾向が強かった。一方、40歳以上のすべ

ての年齢層で有意な減少が見られ、80歳以上の

減少率は-1.05％と最も高く、次いで 60歳から

79歳の減少率が-0.75％であった。性別では有意

な差は認められず、男女とも大幅に減少した（男

性：-1.13％、女性：-0.58％）（図 1B）。他院か

らの紹介有無別では、紹介のない患者で有意に減

少した（-2.60％、P＜0.001）（図 1C）。 
次に患者居住地の特徴に関して調査した。図

1D、1E、1F はそれぞれ、新型コロナウイルス感

染度、人口密度、および患者居住地のがん拠点病

院数に基づく変化率を示している。感染度の高い

地域では-1.55％、低い地域では-0.82％の有意な

減少が認められた（いずれも P＜0.001）。また人

口密度が高い地域と低い地域では、それぞれ-

1.66％と-0.83％の有意な減少が認められた（い

ずれも P＜0.001）。逆に、感染度と人口密度が中

程度の地域では、それぞれ 0.40％と 0.74％の増

加がみられた（いずれも P＜0.001）。がん拠点病

院の数が多い地域に住む患者では有意に減少した

（-1.19％、P＜0.01）が、少ない地域の患者では

有意ではなかった（-0.10％、P＝0.40）。 

次に、がんの部位による傾向の違いに注目し

た。「眼」、「耳、鼻、口、咽頭」、「筋骨格系」、

「内分泌」については、パンデミック前に 2次医

療圏外への入院が 35％を超えていたものが、パ

ンデミック後には減少を示したが、いずれも有意

差はなかった。有意な減少が認められたのは、

「呼吸器系」（-3.77％、P＜0.001）、「神経系」（-

1.80％、P＜0.001）、「乳腺」（-1.21％、P＜

0.001）、「腎臓・尿路、男性生殖器系」（-

0.82％、P＜0.001）、「女性生殖器系」（-0.57％、

P＝0.025）、「消化器系」（-0.24％、P＝0.006）で

あった（図 2A、表 2）。 

以上の結果より、パンデミック前後の変化に影

響したいくつかの因子が抽出された。これらの因

子を調整した多変量解析の結果、パンデミックは

2次医療圏外入院率を有意に減少させる因子であ

ったことが示された（表 3）。 

最後に、特定の治療行為が与える影響を調査し

た。図 2Bは、2次医療圏外入院率の有意な減少

を示したがん部位の主な治療法（全体、手術、化

学療法）の増減率を示すヒートマップである。減

少率は、治療法にかかわらず「呼吸器系」で顕著

に有意であった。そこで、呼吸器がんに関してさ

らに詳細に調査することとした。ここでは手術難

度に注目し、手術を受けた患者数を手術の種類別

に分類して比較した（表 4）。すると、高難度手

術では有意な変化は認められなかった（P = 

0.9）のに対し、その他の手術では有意な減少が

認められた（P < 0.001）。治療の専門性や難度と

患者の行動の変化との間に関連がある可能性が示

唆された。 

 
D．考察 
本研究は、新型コロナウイルス感染症パンデミ

ック後、がん患者の 2次医療圏外入院が減少した

ことを示しており、受療行動の変化を示唆してい

る。日本では非常事態宣言が出され、人々の外出

が制限された。そのため、居住地から遠く離れた

病院への受診を控えるようになり、行動が変化し

た可能性があると考えられる。 

今回の調査では、40 歳以上のほぼすべての年

齢層で有意な減少が見られ、小児年齢層では有意
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な変化は見られなかった。高度に専門化された小

児がん治療を受けられる病院が限られていること

が影響した可能性がある。呼吸器外科手術のサブ

グループ解析において高難度手術を受けた患者で

は有意な減少が見られなかったことも同様の理由

によると考えられた。つまり高難度手術には高度

な技術や経験、術後管理のためのマンパワーが必

要であることから、新型コロナウイルス感染症パ

ンデミック下であったとしても専門スタッフや設

備の整った遠方の専門病院で治療を受けていたと

推測される。 

 
E．結論 
新型コロナウイルス感染症パンデミックはがん

患者の受療行動を変化させた。この傾向は、特に

高度な治療を必要としない疾患では COVID-19後

も続く可能性があり、患者の長期予後に対する影

響について今後注視していく必要がある。 
 

F．健康危機情報 
なし 

 
G．研究発表 
1. Ryo Seishima, Hisateru Tachimori, 

Kazumasa Fukuda, Norihiko Ikeda, Hiroaki 

Miyata, Kiyohide Fushimi, Yuko Kitagawa. 

The Impact of COVID-19 on Hospital Visit 

Behavior in Cancer Patients: A 

Nationwide Study. Under Review. 
 

H．知的財産権の取得状況 
１．特許取得  なし 
２．実用新案登録  なし 
３．その他  なし 
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表１ 新型コロナウイルス感染症パンデミック前後の 2 次医療圏外入院率の比較 

SHSA, secondary healthcare service area; DRCH, designated regional cancer hospital  

 
表２ がん部位ごとの 2 次医療圏外入院率の比較 

 
SHSA, secondary healthcare service area; MDC, major diagnostic category 

 
表３ 2 次医療圏外入院に与える因子に関する単変量・多変量解析 

 
Adjusted for age, sex, infection grade, population density, number of DRCH, and cancer sites. 
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表４ 肺がん手術の難度別比較 

 
 
図１ 患者特性による 2次医療圏外入院率のパンデミック前後での増減率の比較 

（A）年齢 （B）性別 （C）紹介有無 （D）感染度 （E）人口密度 （F）がん拠点病院数 
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図２ がん部位別の比較 
（A）がん部位による 2 次医療圏外入院率のパンデミック前後での増減率の比較 
（B）がん部位別の治療内容による比較 
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研究２．新型コロナウイルス感染症が病院経営

に与えた影響の調査 
 
A. 研究目的 
昨年度研究より、2020年、2021 年には新型コ

ロナウイルス感染症蔓延に伴って感染患者の受け

入れ及び病床確保のために通常診療の制限を余儀

なくされた病院が生じた結果、多くの病院で赤字

経営に転じた実態が明らかになった。今年度研究

では 2022年度以降、2023 年 6月までの期間にお

ける各病院の経営状況を調査することとした。 

 

B．研究方法 
関係団体が行った各調査：全国自治体病院協議

会による「新型コロナウイルス感染症による影響

等実態調査 2023年」、三病院団体（日本病院

会、全日本病院協会、日本医療法人協会）による

「2023 年度 病院経営定期調査(最終報告)」の

結果に基づいて検討を行った。 

（倫理面への配慮） 
全ての調査は各団体の倫理規定のもと行われた。 

 
C．研究結果 
図１は医業利益、経常利益、コロナ補助金を除

く経常利益に関する 2023年 6月度における、前

年同月比を示したものである。2022 年度以降も

70％程度の病院において医業利益が赤字であっ

た。経常利益に関しても、コロナ補助金を除くと

2023年年度現在でも約 2/3の病院が赤字である

ことが分かった。 

表 1、2はそれぞれ 100床あたりの平均外来患

者延数、平均入院患者延数、表 3は平均病床利用

率を示したものである。データはいずれも 2022

年度のものを、2019 年度、2021 年度と比較した

ものである。病院規模によらず外来患者数はコロ

ナパンデミック前の 2019年度に比べると未だや

や少ない（-2.8%）ものの、前年度からは増加傾

向（+2.0%）であり、徐々に回復傾向であること

がわかった。一方入院患者数は 19年度比で-

11.4%、21年度比でも-0.3%であった。また同様

に病床利用率もそれぞれ-7.9%、-0.7%と、パンデ

ミック前の水準まで回復していないことがわかっ

た。また、いずれの指標も重点医療機関もしくは

協力医療機関といった都道府県の指定を受けた新

型コロナウイルス感染症患者受け入れ機関（補足

１）においても減少率が大きい傾向が見られた。 
 
D．考察 

2022 年度以降も引き続き、多くの病院が経営

に苦しむ状況が続いている。医業利益減少の一因

として、昨今の物価高に伴う水道光熱費高騰も影

響したと考えられる。外来受診数は徐々にパンデ

ミック前の水準に戻りつつある一方で、入院数や

病床利用率の回復が遅れている。都道府県から指

定され今も新型コロナウイルス感染症患者受け入

れを行っている病院でも回復の遅れが目立つ。コ
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ロナ補助金は終了したものの、担う役割によって

医療機関ごとに状況が異なることを把握し今後も

検証していく必要があると考えられた。 

 
E．結論 
今も経営状況がパンデミック前の水準に戻らな

い病院がある。ポストコロナ時代に向け、新型コ

ロナウイルス感染症診療に対する診療報酬体系や

設備補償などに関して、今後議論が必要と考えら

れる。 

F．健康危機情報 
なし 

 
G．研究発表 
なし 

 
H．知的財産権の取得状況 
１．特許取得  なし 
２．実用新案登録  なし 
３．その他  なし 
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図１ 2022 年 6月と 2023 年 6月の各経営指標の比較 

（日本病院会、全日本病院協会、日本医療法人協会による「2023年度 病院経営定期調査（最終報

告）」より） 

 

表１ 100床あたり平均外来患者延数  

（全国自治体病院協議会による「新型コロナウイルス感染症による影響等実態調査 2023 年」より） 
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表２ 100 床あたり平均入院患者延数 
（全国自治体病院協議会による「新型コロナウイルス感染症による影響等実態調査 2023 年」より） 

 
 
表３ 平均病床利用率 
（全国自治体病院協議会による「新型コロナウイルス感染症による影響等実態調査 2023 年」より） 
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補足１ 
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研究 3    
研究分担者 北川雄光 一般社団法人日本医学会連合 

慶應義塾大学医学部一般・消化器外科 
副会長 
教授 

研究協力者 宮田裕章 慶應義塾大学医学部医療政策・管理学教室 教授 
研究協力者 立森久照 慶應義塾大学医学部医療システムイノベーシ

ョン寄付講座 
特任教授 

研究協力者 瀬川泰正 慶應義塾大学医学部医療政策・管理学教室  
研究協力者 清島亮 慶應義塾大学医学部一般・消化器外科 助教 

研究３．5 類感染症移行後の病院・診療所経営

者の景況感に関する調査 
 
A. 研究目的 
全国の病院で新型コロナウイルスによるパンデ

ミック前と比較して外来患者、入院患者とも一時

的な減少が生じ、以前の水準に戻っていない病院

がまだ多数存在する。そのような現状を各病院の

経営層がどのようにとらえ、今後の経営の見通し

をどのように感じているかを調査することで、ポ

ストコロナ時代の経営の在り方を探ることを目的

とした。 

 

B．研究方法 
全国の病院の経営層に対して、2023 年末時点

での病院経営状況、今後の景況感に関する質問を

web アンケート形式で行った。アンケート調査は

2023年 12月 8日から 2023年 12 月 12 日の期間

で行われた。 

 この調査期間は新型コロナウイルスが 5類感染

症へ移行した 2023年 5月 8日から約半年後であ

ったため、新型コロナウイルス診療に対する医療

機関の位置付けごとに、政策変更による景況感が

どのように異なるかを主な解析目的とした。 

 医療機関の位置付けの区分は、以下の 5つとし

た。 

1. 重点医療機関である特定機能病院 

2. 重点医療機関である一般病院 

3. みなし重点医療機関（受け入れ実績があり、

かつ医療機関等情報支援システム（G-MIS）

に入院受け入れ状況等を確実に入力している

医療機関） 

4. 新型コロナウイルス患者の受け入れ実績のあ

る一般医療機関 

5. 新型コロナウイルス患者は受け入れていない

一般医療機関 

 

（倫理面への配慮） 
所属機関における倫理審査委員会又はそれに準

ずる機関の承認を得たうえで、実施した。また個

人情報保護法に基づき、全ての個人情報を匿名化

の上、実施した。 
 
C．研究結果 
調査概要を図１に示す。有効回答数は 636であ

った。このうち、新型コロナウイルスが 5類感染

症へ移行した 2023年 5月 8日から調査時点まで

の経営状況の変化について「改善」と回答した経

営層は 17%に留まり、「悪化」31%を大きく下回っ

た（図２）。「改善」の要因としては「患者数の増

加」が 71%で最も多く、「悪化」の要因としては

「補助金の減額」が 70%で最も多くなった（図

３）。 

 これを新型コロナ診療に対する医療機関の位置

付けごとに見ると、特定機能病院は改善傾向が

27％と全体より高く、重点医療機関である一般病

院・みなし重点医療機関は悪化傾向がそれぞれ

658



55％、38％と全体より高いといった二分化が見ら

れた（図 2）。理由として挙げられたのは、特定

機能病院では、補助金減額（36％）がマイナスイ

ンパクトであるものの、病床稼働率（38％）や患

者数増加（35％）が見られた。重点医療機関であ

る一般病院・みなし重点医療機関では、病床稼働

率が回復しない（28-36％）上に補助金減額

（50％）が要因となり、経営状況は悪化との回答

に至ったと見られる（表 1）。 

 次に、今後の病院経営の見通しに関して質問を

行った（図 4）。「とても暗い」「暗い」の回答は

37%。昨年調査(34%)を上回り、また「明るい」は

8%にとどまり、昨年調査(11%)を下回った。新型

コロナ診療に対する医療機関の位置付け別では、

重点医療機関である一般医療機関・みなし重点医

療機関からの「とても暗い」「暗い」回答は 40％

を超え、最も先行きにネガティブな見通しを持っ

ていることがわかった。理由としては、「患者数

の回復が見込めないから」「病床稼働率の回復が

見込めないから」「新型コロナウイルスに関連す

る診療単価が引き下げ方針だから」が TOP3の回

答であった（表 2）。 

 次に、5類感染症への移行により 1）対応する

医療機関の維持拡大、2）入院調整の都道府県・

保健所から医療機関間への移管が進められている

ことを述べた上で、現場の医療機関としての準備

状況を質問した（図 5）。新型コロナ診療を行っ

ている医療機関では、過半数で備品設備の確保、

スタッフトレーニング、診療ブース回収が完了し

ていると回答した一方で、「スタッフの増員」は

1-2 割程度に留まった。 

 最後に、今後、新たな感染症流行が発生した際

の行政支援への要望に関しては、「診療にあたる

医療職への経済的支援」が 55％と最も多い回答

となり、また医療機関の位置付けに関わらず概ね

50％以上の回答となった（図 6）。また重点医療

機関・みなし重点医療機関の中でも要望の差がみ

られ、「診療にあたる医療職への経済的支援」「設

備投資、備品投資への補助金増大」「受け入れ実

績に伴う公正な助成金配分」「感染症疑い患者の

来院前トリアージ」「診療にあたる医療職へのメ

ンタルケア」は全て、重点医療機関である特定機

能病院・重点医療機関である一般病院・みなし重

点医療機関の順で回答割合が高くなった。 

 
D．考察 
新型コロナウイルスの 5類感染症への移行から

半年程度の時点での景況感は、新型コロナ診療に

対する医療機関の位置付けにより大きく異なるこ

とがわかった。特定機能病院は病床稼働率の改善

に伴い景況感の改善が全体よりも高く見られた一

方で、重点医療機関である一般病院・みなし重点

医療機関では補助金減額と病床稼働率の未回復が

重なり、悪化割合が高くなっていた。今後の景況

感の見通しに関しても同様に、重点医療機関であ

る一般病院・みなし重点医療機関は平均よりも否

定的であり、経営に明るい見通しが立てにくい状

況にあることは、全医療機関一律ではなくより細

分化した行政施策が求められている可能性を示唆

する。 

また 5類感染症への移行の本質である、対応医

療機関の維持拡大、および入院調整の都道府県・

保健所から医療機関間への移管に関しては、スタ

ッフの増員が医療機関の位置付けに関わらず 1-2

割程度の準備状況であり、感染状況や各地域の医

療機関のリソース状況に応じて引き続き都道府

県・保健所の介入・支援が必要と考えられる。 

コロナ禍の経験を通じた学びとして、新たな感

染症発生時の行政への要望も特定機能病院・重点

医療機関である一般病院・みなし重点医療機関の

間でグラデーションが見られ、通常期に医療機関

が備えていたリソースによって臨床現場への負荷

のかかり方、必要な支援も異なることが伺えた。 

重点医療機関・みなし重点機関に患者が戻って

いない原因は、患者側の受診行動の変化や医療提

供側がリソースを引き続き取られているため等が
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考えられ、今後の検討課題である。危機時から平

時への回復・転換に時間を要すれば、将来の危機

時に備える経営的体力の蓄積にも悪影響を及ぼす

可能性があり、更なる調査が必要と考えられる。 
 
E．結論 
前年および本年の調査結果により、新型感染症

による病院経営への影響を経時的に把握するこ

とができた。特に本年の調査は危機時から平時

への転換期による景況感が感染症への医療機関

の位置付けにより異なることが明らかになり、

医療機関に期待する役割と支援をより精緻にバ

ランスするニーズが示唆された。 
 

F．健康危機情報 
なし 

 

G．研究発表 
なし 

H．知的財産権の取得状況 
１．特許取得  なし 
２．実用新案登録  なし 
３．その他  なし 
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図 1：調査概要 

 
 
  

 

図 2：5類移行から回答時点までの景況感 
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 Q1.新型コロナウイルス感染症に対するご勤務先医療機関の位置付けをお教えください。（ひとつだけ）
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図 3：5類移行から回答時点までの景況感に対する理由（網掛けは「全体」より 5pt以上の差あり） 

 
 
 

 

表 1：5類移行から回答時点までの景況感に対する医療機関の位置付け別理由 
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図 4：今後の景況感 

 

 

 

表 2：今後景況感に対する医療機関の位置付け別理由 
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図 5：5類感染症への移行に伴う準備の完了状況 

 

 

図 6：今後の新たな感染症流行時に、必要だと考える行政支援 
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研究 4    
研究分担者 北川雄光 一般社団法人日本医学会連合 

慶應義塾大学医学部一般・消化器外科 
副会長 
教授 

研究協力者 宮田裕章 慶應義塾大学医学部医療政策・管理学教室 教授 
研究協力者 高橋弘枝 公益社団法人日本看護協会 会長 
研究協力者 鈴木理恵 公益社団法人日本看護協会 医療政策部 調査研究企

画調整担当

専門職 
研究協力者 立森久照 慶應義塾大学医学部医療システムイノベーシ

ョン寄付講座 
特任教授 

研究協力者 瀬川泰正 慶應義塾大学医学部医療政策・管理学教室  
研究協力者 清島亮 慶應義塾大学医学部一般・消化器外科 助教 

研究４．新型コロナウイルス感染症が看護師労

働環境に与えた影響（2022 年調査） 
 
A. 研究目的 
病院内や高齢者福祉施設などでの新型コロナ感

染症クラスターがいくつも生じた結果、その対応

に追われた現場看護師の労働環境は大きく変化し

た。離職者の増加なども社会問題として取り上げ

るなどした中で、その実態把握と今後の対策につ

いて検討する。 

 

B．研究方法 
日本看護協会が全国規模で行った調査「2022

年 病院看護・助産実態調査」（2022年 10月 1

日～11 月 10日）の結果を解析した。 
（倫理面への配慮） 
日本看護協会の倫理規定のもと行われたもので

あり、解析は全て公表済みの結果をもとに行われ

た。 
 
C．研究結果 
本調査は全国の病院の看護部長を対象として行

われた。有効回収数は 2,964（有効回収率 

36.3%）であった。 

2021年度（2021 年 4月 1日～2022年 3月 31

日）の正規雇用看護職員離職率は 11.6%であった

（表１）。これは前年度調査の 10.6%よりやや増

加したものの、新型コロナウイルス感染症蔓延前

に行われた同調査における離職率とほぼ同水準で

あった。 

一方で、メンタルヘルス不調による休職者数の

増減状況は、「とても増加した」「やや増加した」

との回答が合わせて 29.7%であり、前年度 26.9%

よりやや増加した（表２）。また新型コロナウイ

ルス感染症がメンタルヘルス不調による休職数増

加へ「大いに影響」あるいは「やや影響」したと

の回答が合わせて 42.8％と、こちらも前年度

36.0%から増加した（表３）。傷病による連続休暇

（7日間以上）を取得した正規雇用看護職員のう

ちメンタルヘルス不調者数の平均は 5.4人（前年

度 4.9人）であった（表４）。 
 
D．考察 
調査対象となった 2021年度は新型コロナウイ

ルス感染症の第 4波から 6波までの期間であり、

感染の終息がまだ見えない時期であった。感染患

者への対応に追われる中で看護職員の労働環境は

大きく変化し、離職率増加が危惧された時期でも

ある。しかしながら本調査の結果からは、大幅な
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離職率の増加はなく、概ね例年と同水準で留まっ

ていたことがわかった。看護職員の健康・安全・

安心を守るための様々な体制整備が、各病院の管

理者により行われた結果であると推察される。一

方、新型コロナウイルス感染症が影響したと考え

られる休職者数は前年度と比べても増加してお

り、メンタルヘルスに対する体制整備は今後も必

要であろうと考えられた。なお，本調査は正規雇

用看護職員だけを対象としているため，非常勤雇

用の看護職員の状況については別途調査・検討が

必要な点に留意が必要である。 
 
E．結論 
新型コロナウイルス感染症蔓延下でも看護職員

の離職率に大きな変化を来さなかったが、メンタ

ルヘルスに対するケアは継続して必要と考えられ

た。 
 

F．健康危機情報 
なし 

 
G．研究発表 

なし 
 
H．知的財産権の取得状況 
１．特許取得  なし 
２．実用新案登録  なし 
３．その他  なし 
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表１ 正規雇用看護職員の採用者数・退職者数・離職率

表２ メンタルヘルス不調による休職者の増減状況

表３ メンタルヘルス不調による休職者数増加への新型コロナウイルス感染症の影響

表４ 傷病による連続休暇を取得した正規雇用看護職員数およびそのうちメンタルヘルス不調者数（1
人以上の病院）
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	なし
	研究２．新型コロナウイルス感染症が病院経営に与えた影響の調査
	A. 研究目的
	昨年度研究より、2020年、2021年には新型コロナウイルス感染症蔓延に伴って感染患者の受け入れ及び病床確保のために通常診療の制限を余儀なくされた病院が生じた結果、多くの病院で赤字経営に転じた実態が明らかになった。今年度研究では2022年度以降、2023年6月までの期間における各病院の経営状況を調査することとした。
	B．研究方法
	関係団体が行った各調査：全国自治体病院協議会による「新型コロナウイルス感染症による影響等実態調査　2023年」、三病院団体（日本病院会、全日本病院協会、日本医療法人協会）による「2023年度　病院経営定期調査(最終報告)」の結果に基づいて検討を行った。
	C．研究結果
	図１は医業利益、経常利益、コロナ補助金を除く経常利益に関する2023年6月度における、前年同月比を示したものである。2022年度以降も70％程度の病院において医業利益が赤字であった。経常利益に関しても、コロナ補助金を除くと2023年年度現在でも約2/3の病院が赤字であることが分かった。
	表1、2はそれぞれ100床あたりの平均外来患者延数、平均入院患者延数、表3は平均病床利用率を示したものである。データはいずれも2022年度のものを、2019年度、2021年度と比較したものである。病院規模によらず外来患者数はコロナパンデミック前の2019年度に比べると未だやや少ない（-2.8%）ものの、前年度からは増加傾向（+2.0%）であり、徐々に回復傾向であることがわかった。一方入院患者数は19年度比で-11.4%、21年度比でも-0.3%であった。また同様に病床利用率もそれぞれ-7.9%、-...
	D．考察
	2022年度以降も引き続き、多くの病院が経営に苦しむ状況が続いている。医業利益減少の一因として、昨今の物価高に伴う水道光熱費高騰も影響したと考えられる。外来受診数は徐々にパンデミック前の水準に戻りつつある一方で、入院数や病床利用率の回復が遅れている。都道府県から指定され今も新型コロナウイルス感染症患者受け入れを行っている病院でも回復の遅れが目立つ。コロナ補助金は終了したものの、担う役割によって医療機関ごとに状況が異なることを把握し今後も検証していく必要があると考えられた。
	E．結論
	今も経営状況がパンデミック前の水準に戻らない病院がある。ポストコロナ時代に向け、新型コロナウイルス感染症診療に対する診療報酬体系や設備補償などに関して、今後議論が必要と考えられる。
	F．健康危機情報
	なし
	研究３．5類感染症移行後の病院・診療所経営者の景況感に関する調査
	A. 研究目的
	全国の病院で新型コロナウイルスによるパンデミック前と比較して外来患者、入院患者とも一時的な減少が生じ、以前の水準に戻っていない病院がまだ多数存在する。そのような現状を各病院の経営層がどのようにとらえ、今後の経営の見通しをどのように感じているかを調査することで、ポストコロナ時代の経営の在り方を探ることを目的とした。
	B．研究方法
	所属機関における倫理審査委員会又はそれに準ずる機関の承認を得たうえで、実施した。また個人情報保護法に基づき、全ての個人情報を匿名化の上、実施した。
	C．研究結果
	調査概要を図１に示す。有効回答数は636であった。このうち、新型コロナウイルスが5類感染症へ移行した2023年5月8日から調査時点までの経営状況の変化について「改善」と回答した経営層は17%に留まり、「悪化」31%を大きく下回った（図２）。「改善」の要因としては「患者数の増加」が71%で最も多く、「悪化」の要因としては「補助金の減額」が70%で最も多くなった（図３）。
	これを新型コロナ診療に対する医療機関の位置付けごとに見ると、特定機能病院は改善傾向が27％と全体より高く、重点医療機関である一般病院・みなし重点医療機関は悪化傾向がそれぞれ55％、38％と全体より高いといった二分化が見られた（図2）。理由として挙げられたのは、特定機能病院では、補助金減額（36％）がマイナスインパクトであるものの、病床稼働率（38％）や患者数増加（35％）が見られた。重点医療機関である一般病院・みなし重点医療機関では、病床稼働率が回復しない（28-36％）上に補助金減額（50％）...
	次に、今後の病院経営の見通しに関して質問を行った（図4）。「とても暗い」「暗い」の回答は37%。昨年調査(34%)を上回り、また「明るい」は8%にとどまり、昨年調査(11%)を下回った。新型コロナ診療に対する医療機関の位置付け別では、重点医療機関である一般医療機関・みなし重点医療機関からの「とても暗い」「暗い」回答は40％を超え、最も先行きにネガティブな見通しを持っていることがわかった。理由としては、「患者数の回復が見込めないから」「病床稼働率の回復が見込めないから」「新型コロナウイルスに関連す...
	次に、5類感染症への移行により1）対応する医療機関の維持拡大、2）入院調整の都道府県・保健所から医療機関間への移管が進められていることを述べた上で、現場の医療機関としての準備状況を質問した（図5）。新型コロナ診療を行っている医療機関では、過半数で備品設備の確保、スタッフトレーニング、診療ブース回収が完了していると回答した一方で、「スタッフの増員」は1-2割程度に留まった。
	最後に、今後、新たな感染症流行が発生した際の行政支援への要望に関しては、「診療にあたる医療職への経済的支援」が55％と最も多い回答となり、また医療機関の位置付けに関わらず概ね50％以上の回答となった（図6）。また重点医療機関・みなし重点医療機関の中でも要望の差がみられ、「診療にあたる医療職への経済的支援」「設備投資、備品投資への補助金増大」「受け入れ実績に伴う公正な助成金配分」「感染症疑い患者の来院前トリアージ」「診療にあたる医療職へのメンタルケア」は全て、重点医療機関である特定機能病院・重点医...
	D．考察
	新型コロナウイルスの5類感染症への移行から半年程度の時点での景況感は、新型コロナ診療に対する医療機関の位置付けにより大きく異なることがわかった。特定機能病院は病床稼働率の改善に伴い景況感の改善が全体よりも高く見られた一方で、重点医療機関である一般病院・みなし重点医療機関では補助金減額と病床稼働率の未回復が重なり、悪化割合が高くなっていた。今後の景況感の見通しに関しても同様に、重点医療機関である一般病院・みなし重点医療機関は平均よりも否定的であり、経営に明るい見通しが立てにくい状況にあることは、全医...
	また5類感染症への移行の本質である、対応医療機関の維持拡大、および入院調整の都道府県・保健所から医療機関間への移管に関しては、スタッフの増員が医療機関の位置付けに関わらず1-2割程度の準備状況であり、感染状況や各地域の医療機関のリソース状況に応じて引き続き都道府県・保健所の介入・支援が必要と考えられる。
	コロナ禍の経験を通じた学びとして、新たな感染症発生時の行政への要望も特定機能病院・重点医療機関である一般病院・みなし重点医療機関の間でグラデーションが見られ、通常期に医療機関が備えていたリソースによって臨床現場への負荷のかかり方、必要な支援も異なることが伺えた。
	重点医療機関・みなし重点機関に患者が戻っていない原因は、患者側の受診行動の変化や医療提供側がリソースを引き続き取られているため等が考えられ、今後の検討課題である。危機時から平時への回復・転換に時間を要すれば、将来の危機時に備える経営的体力の蓄積にも悪影響を及ぼす可能性があり、更なる調査が必要と考えられる。
	E．結論
	前年および本年の調査結果により、新型感染症による病院経営への影響を経時的に把握することができた。特に本年の調査は危機時から平時への転換期による景況感が感染症への医療機関の位置付けにより異なることが明らかになり、医療機関に期待する役割と支援をより精緻にバランスするニーズが示唆された。
	なし
	研究４．新型コロナウイルス感染症が看護師労働環境に与えた影響（2022年調査）
	A. 研究目的
	病院内や高齢者福祉施設などでの新型コロナ感染症クラスターがいくつも生じた結果、その対応に追われた現場看護師の労働環境は大きく変化した。離職者の増加なども社会問題として取り上げるなどした中で、その実態把握と今後の対策について検討する。
	B．研究方法
	日本看護協会が全国規模で行った調査「2022年　病院看護・助産実態調査」（2022年10月1日～11月10日）の結果を解析した。
	日本看護協会の倫理規定のもと行われたものであり、解析は全て公表済みの結果をもとに行われた。
	C．研究結果
	本調査は全国の病院の看護部長を対象として行われた。有効回収数は2,964（有効回収率 36.3%）であった。
	2021年度（2021年4月1日～2022年3月31日）の正規雇用看護職員離職率は11.6%であった（表１）。これは前年度調査の10.6%よりやや増加したものの、新型コロナウイルス感染症蔓延前に行われた同調査における離職率とほぼ同水準であった。
	一方で、メンタルヘルス不調による休職者数の増減状況は、「とても増加した」「やや増加した」との回答が合わせて29.7%であり、前年度26.9%よりやや増加した（表２）。また新型コロナウイルス感染症がメンタルヘルス不調による休職数増加へ「大いに影響」あるいは「やや影響」したとの回答が合わせて42.8％と、こちらも前年度36.0%から増加した（表３）。傷病による連続休暇（7日間以上）を取得した正規雇用看護職員のうちメンタルヘルス不調者数の平均は5.4人（前年度4.9人）であった（表４）。
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